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平成３０年９月４日 
子 ど も ・ 若 者 部 
児童相談所開設準備担当課  

 
 

児童相談所開設に向けた準備の進捗状況について 
 
 
１ 主旨 

区は、児童福祉法の改正に伴い、児童相談所の移管を受け、子ども家庭支援センターと

一体となった、一元的かつ地域の支援を最大限に活用した総合的な児童相談行政の実現を

目指し、検討を進めている。 
今般、職員確保の計画を策定するとともに、児童相談所整備の進捗状況等を取りまとめ

たので、その内容を報告する。 

２ 課題の検討状況 
【別紙１】のとおり。 

３ 職員の確保について 
児童相談所（一時保護所含む）の職員配置については、児童相談所設置・運営計画案の

第二次更新（平成３０年７月）において、虐待通告件数の増加などの実態に即して見直し

を行った。【別紙２】 
職員の確保に向けては、庁内専門職員の登用、新規職員の採用、任期付職員採用制度の

一層の活用など、様々な手法により確保するとしており、その採用計画案について【別紙

３】のとおり取りまとめた。 

４ 児童相談所整備の進捗状況について  
（１）整備の概要 

・児童相談所については、総合福祉センター機能移行後の後利用施設に整備することと   

し、平成２９年９月に「総合福祉センター後利用施設改修に向けた基本構想」を策定

した。 
・その後、運営上必要な機能について精査等を行い、平面プラン等への反映を行った。

今後、この平面プランに基づき、設計等の作業を進める。 

※平面プラン等の詳細については、平成３０年９月４日福祉保健常任委員会（総合福祉 
センター後利用施設の改修について）により報告する。 

（２）運営上必要な機能についての精査等の内容 
① 児童相談所来所者と併設施設利用者との動線 

複合施設１階南東側に、主に児童相談所来所者が利用する新規出入口を整備し、北

東側の既存出入口を主に利用する併設施設利用者との動線が交錯しない設計とした。 
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② セキュリティを高めるための児童相談所玄関の設置 
  児童相談所の２階、３階入口について、共用エリアとの境に玄関を設置し、セキュ 
リティを高めた。  

③ 既存建物を活かした採光を取り入れた明るい印象づくり 
既存建物プランを活かして、児童相談所玄関、廊下は吹き抜けからの採光を取り入

れた明るい印象とし、来所した児童や保護者が安心して過ごせるよう、待合スペース

等の空間作りにも配慮した。 

④ 適切な広さの相談室の設置 
今後の相談件数の増加等への対応を念頭に、相談室を可能な限り多く配置した（13

室）。相談室は、児童への圧迫感がなく、かつ児童が落ち着いて過ごせる適切な広さと

した。 

⑤ 被害確認用の面接室の配置 
児童が繰り返し被害状況について話す必要がないよう、児童相談所職員のほか警察

等の関係者が同時に被害確認を行える設備を備えた被害確認用の面接室を配置した。 

⑥ 会議室の配置 
援助方針会議等、大人数による会議が可能な会議室を配置した。 

⑦ 多目的室の配置 
会議や相談等、多目的に使用できる多目的室２室を配置し、様々な用途に対応可能

な設計とした。 

⑧ プレイルームの配置 
プレイルーム２室を配置し、家族再統合を見据えて、キッチンを備えた部屋と、親

子関係を観察するための設備を備えた部屋を設計した。 

５ 今後のスケジュール（予定） 
平成３０年（2018年）１２月     福祉保健常任委員会（政令指定要請に向けた準備の進捗状況報告） 
平成３１年（2019年） ２月     福祉保健常任委員会（児童相談所設置・運営計画の第三次更新の報告） 

３月ころ 国への児童相談所設置市（区）の政令指定の要請 
４月～  総合福祉センター後利用施設改修工事 
７月～  福祉保健常任委員会（児童相談所設置・運営計画の最終更新の報告） 

 児童相談所条例制定 
平成３２年（2020年） ４月以降 児童相談所開設 
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常任報告（7月）

【計画案最終更新】

常任報告（7月）

【計画案最終更新】

常任報告（7月）

※政令指定要請までに定めるべき事項など都と調整 【計画案最終更新】
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7月時点
138項目

・【職員の確保・育成】区職員の都への派遣
・【児童相談所システム】システムの共通化の検討（※各区開発とする）
・【自治体間の広域調整】都区協議開始にあたっての特別区の方針
　　①一時保護所、児童養護施設・里親、自立援助ホーム
　　　一時保護所の都区間の相互利用、都区間における児童養護施設・里親・自立援助ホ
　　　ームへの委託・措置の実施を目指す
　　②児童自立支援施設、乳児院、障害児入所施設
　　　都が所管するこれらの施設についての特別区の利用の実施を目指す
　　③児童相談センターの治療指導課事業
　　　児童相談センターの治療指導課事業の特別区の活用を目指す（親子グループ指導、
　　　施設不適応児童への専門治療指導等）

●

・【自治体間の広域調整】
　　一時保護所を相互利用する場合の費用負担、都区間の里親委託・児童養護施設
　　措置のルール作り、児童自立支援施設の特別区の入所枠の確保・入所ルールの
　　検討など
・【設置市事務】
　　都からの事務引継方法の検討、都からの技術的援助や研修等の協力体制、事務連絡会
　　の設置、合同研修の実施等
・【職員の確保・育成】
　　都職員の区への派遣（円滑な開設・運営に向けての都職員の確保、基幹となる係長級
　　職員等の確保等）

広域調整の都区協議開始

　常任報告【計画案一次更新】検討済
2項目

検討中
70項目

7月時点
検討中37項目

検討予定
99項目

7月時点
検討予定116項目

・【社会的養護】里親が他区に転居した場合の支援策
・【職員の確保・育成】区間の人事交流の検討
・【その他】家裁へ送致する際の連携、手順の整備

・【自治体間の広域調整】特別区間の一時保護所等の相互利用の基本方針
・【職員の確保・育成】職員の近隣自治体への派遣協議
・【児童相談所システム】システムの共通化の検討（※各区開発とする）

●

・【自治体間の広域調整】特別区間の一時保護所等の相互利用の詳細の検討
・【設置市事務】特別区共通の実施基準やマニュアル等の整備、指導監督事務等の各区に
　　よる合同研修や情報交換等

  常任報告【計画案一次更新】
検討済
15項目

検討中
85項目

7月時点
検討中51項目

検討予定
58項目

7月時点
検討予定72項目

● ●●

●

  常任報告【計画案一次更新】

常任
1定

●

常任 2定

● ●

　
各
区
課
題
（
2
6
9
項
目
）

検討済
49項目

・【基本方針】区の目指す児童相談所の姿の明確化
・【職員の確保・育成】法定数の児童福祉司、心理司の確保
・【設置市事務】実施に向けたスケジュールの策定　等

　
政
令
指
定
要
請

・【職員の確保・育成】職員採用計画の策定
・【児童相談所の整備】施設規模、相談機能を重視した施設整備のあり方、レイアウト
　（児童相談所平面プランの確定）
・【虐待通告への対応】通告窓口の運用体制
・【設置市事務】事務の運営方法等

常任
常任
3定

4定 常任
区分

検討済
40項目

・【その他】児童相談所の組織、専門職等配置
・【児童相談所移管後の児童相談行政】子ども家庭支援センターの体制
・【設置市事務】担当所管の確定
・【設置市事務】業務量の確定
・【その他】運営コストの試算

●

検討済
28項目

検討中
99項目

7月時点
検討中103項目
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検討中
53項目

7月時点
検討中77項目

・【児童相談所移管後の児童相談行政】要保護児童対策地域協議会のあり方の再検討、協
　　力医療機関の確保
・【社会的養護】里親委託後の家庭復帰に向けた支援策

●

平成29年度

児童相談所開設に向けた検討状況

▼ 現在

7月時点
155項目
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議
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（
1
7
1
項
目
）

平成32年度
以降

5 6 7 8 9 10 11 12 1
平成30年度

平成31年度
2 3

●設置・運営計画の更新について

平成３０年５月 第一次更新（検討状況等を踏まえた更新）

平成３０年７月 第二次更新

平成３１年２月 第三次更新

同７月最終更新を予定。

●課題について

・平成２８年１１月、特別区長会の関係部課長会において、各分野の課題を抽出し、「各区課題」「共通課題」「都協議課題」に分類。

・現在（平成３０年９月時点）、区においては独自に課題を整理し、５９８項目（※）に細分化して検討を進めている

（１３４項目の検討を終了、３０７項目について検討中、今後１５７項目を検討予定）。

※平成３０年７月時点においては、５６２項目を計上。新たに加わった２つの設置市事務にかかる課題を加えたこと等により５９８項目として

いる（特別区長会においては、平成３０年２月時点で５４９項目を計上）。

【別紙１】

【参考】児童相談所設置市（区）の政令指定の要請（厚生労働省通知より抜粋）

政令指定を希望する市（区）からの要請により、国において次のことを確認する。

（１）希望市（区）において、事務を一貫して遂行するための人員体制の整備や児童福祉施設の確保

等が見込まれていること。

（２）一時保護や児童福祉施設の入所等に関しての広域的な調整、児童相談所立上げ当初の支援、

特に高度な専門的知識及び技術を要する相談への対応などに関して、都道府県が適切に希望市

（区）に助言又は援助を行う体制が確保されると見込まれていること。

（３）（１）及び（２）について、希望市（区）と都道府県が十分に協議しており、希望市（区）の児童相談

所設置市（区）への移行後も、児童福祉行政の円滑な実施が見込まれることを都道府県において

も 確認していること。



【別紙２】

・当初計画（平成29年３月）での職員配置 ・第二次更新における職員配置

児童相談所 児童相談所 当初比増減

所長 所長 0

副所長 副所長 ＋1

児童福祉司 19 児童福祉司 27

児童福祉司ＳＶ 4 児童福祉司ＳＶ 6

児童心理司 11 児童心理司 15

児童心理司ＳＶ 1 児童心理司ＳＶ 1

保健師 保健師 ＋1

事務 事務 △4

非常勤職員
（事務、児童福祉司業務補助等）

非常勤職員
（事務、児童福祉司業務補助等）

△10

その他 3
≪内訳≫
・医師２
・弁護士１

その他 4

≪内訳≫
・警察官ＯＢ等１
・医師２
・弁護士１

＋1

計 計 ＋３

一時保護所 一時保護所 当初比増減

保護所長 保護所長 ＋1

児童指導員・保育士 児童指導員・保育士 ＋17

児童心理司 児童心理司 ＋1

非常勤職員
（児童指導、保育等）

非常勤職員
（児童指導、保育等）

０

その他 2
≪内訳≫
・看護師又は栄養
士２

その他 5
≪内訳≫
・看護師2
・学習指導員３

＋3

計 計 ＋２２

合計 合計 ＋２５

＋10

＋4

人数 人数

1 1

- 1

2

23

12

33

16

８１ １０６

- 1

13 30

- 1

児童相談所の職員配置について

※一時保護所については、夜間児童員として臨時職員を別途確保する必要がある。 ※一時保護所については、夜間児童員として臨時職員を別途確保する必要がある。

6 6

２１ ４３

14 4

６０ ６３

人数 人数

1 2

6

【参考】児童相談所開設後の組織イメージ



児童相談所（一時保護所含む）職員採用計画案 【別紙３】

２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度
（平成２９年度） （平成３０年度） （平成３１年度） （平成３２年度）

＜実績＞ ＜実績＞ ＜予定＞

4 16 30 33

前年度比増減 ＋ 4 増 ＋ 12 増 ＋ 14 増 ＋ 3 増

1 7 15 17

前年度比増減 ＋ 1 増 ＋ 6 増 ＋ 8 増 ＋ 2 増

ー 4 25 30

前年度比増減 ＋ 4 増 ＋ 21 増 ＋ 5 増

※採用にあたっては、任期付職員採用制度の活用や、東京都からの職員派遣等において経験者を確保することにより、安定的な児童相談所運営体制を構築する。

確保数

確保数児
童
心
理
司

一
時
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（
保
育
士
・
児
童
指
導

）

確保数

児
童
福
祉
司


